
第６節　コンテンツ流通の促進及び人材の育成

1 コンテンツの制作・流通・保存の促進
（1）ブロードバンド・コンテンツの制作・流通の促進

249

第

3
章

情
報
通
信
政
策
の
動
向

官民協力による実証実験の推進

コンテンツ量については、2-5-2（P.183）参照

光ファイバ網の整備、デジタル放送の開始等、情報

通信インフラの高度化が進展する中で、その利活用を

促進することが「e-Japan戦略Ⅱ」における大きな課題

となっており、コンテンツの制作・流通を促進し、イ

ンフラ整備とコンテンツ充実の好循環を創出していく

ことが重要となっている。また、知的財産基本法に基

づき、平成15年3月に政府に設置された知的財産戦略

本部においては、知的財産立国の実現におけるコンテ

ンツの重要性が指摘されており、同年7月に同本部が

決定した「知的財産の創造、保護及び活用に関する推

進計画」では、「コンテンツビジネスの飛躍的拡大」

が盛り込まれた。その後、同本部の下にコンテンツ専

門調査会が設置され、コンテンツの創造・保護・流通

の促進等に関しての多面的な検討が行われ、平成16年

4月に取りまとめが行われた。さらに、第159回国会に

は、議員提出法案として「コンテンツの創造、保護及

び活用の促進に関する法律案」が提出され、同法は平

成16年5月に成立した。

こうした状況の中、総務省では、放送コンテンツを

はじめとするブロードバンド・コンテンツの制作・流

通の促進に向けて、課題となっているコンテンツに係

る著作権等の権利処理の円滑化（注）やコンテンツの安

全・確実かつ多様な流通技術の確立に関して、平成14

年度から官民の協力の下、以下のような実証実験を実

施している（図表）。これにより、コンテンツの円滑

な権利処理や安全・確実かつ多様な流通を実現するた

めの汎用的なメタデータ（コンテンツの属性情報）体

系の確立や国際的な標準化活動等への反映を目指して

いる。

1 著作権クリアランスの仕組みの開発・実証

総務省では、放送コンテンツをはじめとするブロー

ドバンド・コンテンツの円滑な権利処理の実現に向け

た環境整備を推進するため、放送局、番組制作会社、

権利者団体等と協力し、汎用的なメタデータ体系の策

定、それを活用した権利処理業務を円滑化する権利ク

リアランスシステムの開発・実証等を推進している。

2 ブロードバンド・コンテンツ流通技術の開発・

実証

総務省では、放送コンテンツをはじめとするブロー

ドバンド・コンテンツの安全・確実かつ多様な流通の

実現に向けた環境整備を推進するため、放送局、通信

事業者、メーカー等と協力し、メタデータを活用した

コンテンツの多様な視聴や高度な権利保護等を実現す

る技術、コンテンツやメタデータ等の高品質配信を実

現する技術の開発・実証を推進している。

平成16年版　情報通信白書

原権利者 放送事業者等 

権利許諾 

許諾申請 

実績報告 
使用料の支払い 

・汎用的なメタデータ体系 
・円滑な権利クリアランス 

著作権クリアランスの仕組み 
の開発・実証  放送事業者等 

配信事業者 

ネットワーク 

高速アクセス網 高速アクセス網 高速アクセス網 高速アクセス網 

・コンテンツやメタデータの高品質
配信 
・メタデータによる高度な権利保護 
・メタデータによる多様な視聴 

ブロードバンド・コンテンツ 
流通技術の開発・実証 

B to B　円滑な権利処理 B to C　安全・確実かつ多様な流通 

図表 ブロードバンド・コンテンツの制作・流通の促進

（注）映像コンテンツは製作に携わる者が多く（脚本家、作詞家、作曲家、実演家（演奏家・歌手・俳優）、素材の製作者等）、映像コンテンツのネ
ットワーク配信のためには権利処理の円滑化が課題となっている
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1 コンテンツの制作・流通・保存の促進
（2）デジタルアーカイブの高度利活用の促進
デジタルアーカイブを通じたコンテンツの拡大再創造サイクルの確立

デジタルアーカイブとは、デジタルコンテンツの蓄

積・保存等を行うためのシステムの総称であり、今後

は、コンテンツの「創造→蓄積・保存→利活用→更な

る創造」のサイクルを確立するための重要なインフラ

として期待が高まっている。そこで、総務省では、デ

ジタルアーカイブ化された文化遺産等のコンテンツの

ネットワーク利活用の促進や、ウェブ情報（インター

ネット上にあるホームページ等の情報）のアーカイブ

化を促進するための以下のような取組を実施してい

る。

1 アーカイブコンテンツのネットワーク利活用の

促進

総務省では、文化庁と連携を図りつつ、ブロードバ

ンドを通じて国や地方の有形・無形の文化遺産に関す

る情報を公開し、利活用を促進する「文化遺産オンラ

イン構想」（平成15年4月公表）を平成15年度から推進

している（図表①）。

総務省では、本構想に基づき、博物館、美術館等に

おいてデジタル保存されたコンテンツを、ネットワー

ク上で流通させ、社会・経済・文化・教育等の多様な

活動における利活用を推進する上での課題を解決する

ために必要なメタデータ体系等の検討を目的とした実

証実験を平成15年度から2年の予定で実施している。

また、平成12年度から、総務省（旧自治省）では、

「地域文化デジタル化事業」（平成14年度以前は「デジ

タル・ミュージアム構想」）を推進しており、地方公

共団体に対して、①地域の博物館・美術館等に収蔵さ

れている文化財、地域の祭や伝統舞踊等広く地域文化

一般をデジタルデータ化するための経費については地

方交付税による支援を、②デジタル化したコンテンツ

を鑑賞させるため、または情報発信・利活用するため

のシステムの整備（ハード事業）については地域活性

化事業債による支援を実施している。

2 ウェブ情報のアーカイブ化の促進

ウェブ情報は、デジタル時代の知識・文化が結集す

る貴重な資産であるものの、日々の更新により消去・

散逸しやすいため、総務省では、平成16年度から、国

立国会図書館と連携し、これまでの海外での取組等も

参考にしつつ、ウェブ情報のアーカイブ化や利活用を

促進するための技術・仕組みの構築・実証について実

施する予定である（図表②）。

平成16年版　情報通信白書

デジタル資産 
活用戦略会議 

文化遺産情報化 
推進戦略会議 

文化遺産のアーカイブ構築 

実証実験 

文化遺産ポータルサイト 

平成18年度に1,000館程度の参加を実現 平成18年度に1,000館程度の参加を実現 

共通検索システム等、デジタル資産
の利活用促進に資する技術の開発・
実証 

メタデータ等 
コンテンツ技術の提供 

サイトの設置・運営 

文化遺産情報等のデジタル資産を、
社会・経済・文化等の多様な活動
に活用していくための方策を総合
的に検討 

国や地方の有形・無形の文化遺
産に関する情報化の総合的な推
進戦略について検討 

連携 

・我が国文化遺産のインターネット上での総覧の実現 
（文化遺産ポータルサイトの確立） 
・文化遺産情報化推進戦略の策定 
・文化遺産情報のブロードバンド流通と利活用に向けた
実証実験 

｛ 文化遺産オンライン構想 

総務省側 文化庁側 

3-6-1-（2）[1]　図表　文化遺産オンライン構想の概要 

図表① 文化遺産オンライン構想の概要

「PANDORA」プロジェクト 
　・オーストラリア国立図書館では、サイトを選択して収集
を実施し、オーストラリア関係資料、学術資料等を収集 

例：Britain on the Web（英国）ではサイトを選択して収集を実施 
例：北欧ではフィンランド、デンマーク、スウェーデン等が一国全体の

ウェブを収集するバルク収集を実施。netarchive.dk（デンマーク）等 

「ワープ」（Web Archiving Project） 
　・国立国会図書館が実験プロジェクトとして平成14年度か
ら3年間のプロジェクトとして実施中 

　・ウェブコレクションと電子雑誌コレクションから構成さ
れている 

　　－ウェブコレクションの例：2002年サッカーＷ杯のウェブページ  等 

「MINERVA」プロジェクト 
　・米国議会図書館ではサイト単位での収集を実施 
　　－ウェブコレクションの例：9.11テロ、2000年大統領選　等 
「ウェイバックマシーン」(Wayback Machine) 
　・米国のNPO団体であるThe Internet Archiveが2001年10月
に開始したウェブページのアーカイブ。1996年以降に作
成された100億ページ以上（100テラバイト）を収蔵したウ
ェブページを公開中 

・2002年8月に欧州各国国立図書館から構成されるコンソーシ
アムがEUに「ヨーロッパウェブアーカイブ」創設意向書を提出 
・英、仏、独、北欧諸国等の国立図書館において、インター
ネットアーカイブのプロジェクトが進展中 

米国 

欧州 

オーストラリア 

日本 

図表② 各国の主要ウェブアーカイブ関連プロジェクト例
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安心・安全・公正なコンテンツの制作・流通体制等の実現に向けた取組

1 インターネット上の違法・有害コンテンツ対策

総務省では、平成16年度から、インターネット上の

違法・有害情報の増大に対し、利用者がコンテンツの

安全性を容易に判断できる環境を創出するために、サ

イト開設者が自らのサイトの安全性を示すことができ

る「コンテンツ安心マーク」（仮称）制度の創設を推

進することを目的とした調査研究等を行っている（図

表①）。

2 放送番組制作委託の公正性・透明性の一層の向

上に向けた取組

平成14年9月から、二次利用・良質な作品等への需

要の高まりを踏まえ、番組制作委託の公正性・透明性

のより一層の向上を図ることを目的に、総務省では、

放送局・番組制作会社等の参加を得てブロードバンド

時代における放送番組制作に関する検討会を開催して

いる。平成14年12月には、番組の制作委託取引に関す

る自主基準の策定、公表等について合意し、これに基

づき、平成15年3月にはNHK及び民放連が自主基準を

策定、公表した。また、平成16年3月には放送番組の

制作委託に係る契約見本を取りまとめ、公表した。

3 地域に根ざしたコンテンツの振興に向けた取組

総務省では、平成14年12月から、地域に根ざしたコ

ンテンツ制作・流通等に関する先導的な取組の実態・

諸課題等を調査・検討することを目的とした地域メデ

ィアコンテンツ研究会を開催し、平成15年8月に報告

書が公表された。本報告書の提言を受け、（社）デジ

タルメディア協会の主催するAMD Awardにおいて

「リージョナル賞」が創設されており、総務省におい

ても、地域における先導的な事例の全国的な普及に向

け取り組んでいる。

4 新しいコンテンツ政策の取組

ブロードバンドネットワークインフラ等の普及によ

り社会の急速なデジタル化が進展する中、コンテンツ

におけるアナログからデジタルへの変動を的確にとら

え、短期・長期における新たなコンテンツ政策を構築

していくため、総務省では、平成15年5月から、情報

通信ソフト懇談会において検討を行った。同懇談会で

は、平成15年7月に中間取りまとめを、同年12月に

「新しいコンテンツ政策のための10か条」を含む最終

取りまとめを報告した（図表②）。

平成16年版　情報通信白書

民間の第三者審査機関 

・審査基準の策定 
・マーク付与に係る権限の取得を申請す
る者の審査・認定 
・認定を受けたウェブサイト開設者の運
営状態をフォロー 

ウェブサイト開設者 

・自らのウェブサイトへのマーク貼り付け 
・マーク制度の審査基準に沿った安全・
安心なウェブサイト運営 

利用者 

・マークの有無により、ウェブサイトの 
安心・安全性を容易に判断 

申請 審査・認定 

安心・安全な 
ウェブサイトの提供 

ウェブサイトの 
利用 

認定事業者のサイト 

認定を受けたウェブ
サイト開設者の 
運営状態をフォロー 

安心！ 

図表① 「コンテンツ安心マーク」（仮称）制度の運用
イメージ

背景 
○ アナログコンテンツから 
　デジタルコンテンツへ  
・作り手層の拡大、新しい表現の開拓 
・情報の流通の革新 

・新秩序の模索、グローバル化 
 
○ インフラ政策に比べ、コンテンツ
に係る政策の位置づけの不明確さ 

 1．文明として考えること 
 2．総合的コンテンツ政策を構築すること  
　　コンテンツ政策は、国のアイデンティティやブラン
ドの形成すなわち国のかたちが問われるものである
ことを認識の上、百年先を展望した文明としての維
持・発展という観点から構築し、政府横断的に取り
組むとともに政治的な優先順位を高める  

 3．国民の表現力と発信力を底上げすること  
 4．ポップ政策を強化すること 
 5．人材の育成を推進すること  
　　コンテンツに係る競争力維持・発展のため、誰もが
情報をより円滑に生産・発信できる土壌の形成、一
流のクリエイターとマネジメント人材の育成、アマ
チュア層・国民全体の表現力の底上げを行う。また
日本の強みであるポップカルチャー分野については、
我が国の伝統文化を尊重しつつ、日本の主流文化と
して評価し展開するメカニズムを構築する  

 6．制作の産業基盤を拡充すること 
 7．流通構造を改革すること 
 8．安心・安全な消費環境を確立すること  
　　制作部門への十分な資金の環流、ファイナンスの手
当など制作競争力を創出する持続的・循環的な産業
メカニズムを構築する。またデジタル・ネットワー
ク時代に対応した権利処理ルール・システムの確立
や著作権等の制度改革、有害コンテンツへの対応等
社会全体のルール整備を行う  

  9．地域のアイデンティティの確立を促すこと 
10．コンテンツからみた技術政策を展開すること  
　　多様な文化や風土等、豊かなコンテンツ・リソースを

持つ地域の情報流通を活性化する。またコンテンツ
制作者と利用者の恩恵を第一義に考えたデジタル時
代のコンテンツ発展に相応しい技術政策を展開する 

基本的方向性 

課題 
○ 新しい「コンテンツ」領域への対
応 

・従来の「マス・プロ・ビジネス」中心
から、市場としての「パーソナル・ア
マ・ノンビジネス」の重要性 
・日本の強みであるポップカルチャー分
野の振興  
○ コンテンツの生産・流通・消費の
活性化 

・コンテンツの作り手が継続して生産活
動できる環境の整備 
・ブロードバンドや地上デジタル放送等
の新しい流通チャネルの戦略的活用の
必要性 
・デジタル時代、ネット時代の消費環境、
社会ルールの整備 
・コンテンツ関連技術の開発・普及  
○ 総合的コンテンツ政策の必要性 
・個別政策から総合政策へ 
・利用者や文化、安全保障の観点からの
政策 

新しいコンテンツ政策のための10か条 

図表② 「新しいコンテンツ政策を考える研究会」
最終取りまとめ（概要）



第６節　コンテンツ流通の促進及び人材の育成

252

第

3
章

情
報
通
信
政
策
の
動
向

IT人材の育成については、2-6-2（P.186）参照

2 人材の育成

IT人材42万人不足

情報通信社会は急速に進展し、着実に国民生活に身

近なものとなりつつあり、国民すべてが社会の急激な

変化に対応するためにも、情報通信技術の基礎技能を、

等しくまた早期に普及することが求められている。ま

た、情報通信分野は、高度な技術力により急速に発展

している分野であり、情報通信を活用して既存産業の

国際競争力を維持・強化していくためには、高度な情

報通信技術者が不可欠である。「e-Japan重点計画-2003」

においても、「人材の育成並びに教育及び学習の振興」

が重点政策分野の1つに位置付けられている。

1 情報通信ソフト懇談会

総務省では、平成15年3月から情報通信ソフト懇談

会を開催した。同懇談会では、情報通信分野における

人材の育成を効果的に実施する方策を検討するととも

に、情報セキュリティ分野における人材育成の在り方

について検討を行った。同懇談会の報告書においては、

情報通信分野における専門的人材が約42万人、情報セ

キュリティ人材が約12万人不足しており、人材の早期

育成のための研修機会の確保が課題であると提言され

た。また、情報通信技術者の効果的な育成の視点から、

高等学校卒業以降のIT教育に関する各教育機関の役割

分担等の将来像が示された（図表①）。さらに、課題と

して、①情報教育の実効性を高めるための大学入試セ

ンター試験における普通科目「情報」の導入、②大

学・大学院では、学術的な研究や教養が重視され、実

務的な教育を受ける機会が少ないとの指摘から大学に

おける実務的なIT教育の導入、③大学生や社会人のレ

ベルアップを図るための専門職大学院を活用した人材

の育成等が提言された。このため総務省では、研修機

会拡大の施策を推進するとともに、その他の課題につ

いても提言を尊重し、実現に向けた検討を進めている。

2 情報リテラシーの向上

学校への高速インターネット接続については、「e-

Japan重点計画-2003」において本部決定された「2005

年度までに、おおむねすべての公立小中高等学校等が

高速インターネットに常時接続できるようにする」と

いう目標達成に向けて、総務省では、「地域イントラ

ネット基盤施設整備事業」等により、学校、図書館、

公民館、市役所等を高速・超高速で接続する地域公共

ネットワークの整備に取り組む地方公共団体を支援

し、地域の教育、行政、福祉、医療、防災等の高度化

を図っている。また、公立小中高等学校等のインター

ネット接続に必要な経費や教育用コンピュータ整備に

必要な経費、情報処理技術者を活用し、情報教育の技

術面の指導や研修を実施するために必要な経費を対象

として地方財政措置を講じている。こうした中、平成

14年度における公立小中高等学校等の高速インターネ

ット接続率は56.8％となっている（2-6-1（P.185）参照）。
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人の流れ 

単位認定 
など 

大学入試 

IT業界 

民間研修事業者 

大学 専門学校 

専門職大学院 
企業内研修 大学院 

企業内IT人材に対す
る基盤スキル向上プ
ログラムの提供　 等 

情報科学（研究・教養の視点）又は情報技術分野（実務の視点）の基礎教育　等 情報技術分野の基盤教育 

情報科学分野の
研究者育成　等 情報技術分野の 

中核的人材育成 

高等学校 

中学校 

小学校 

単位互換認定支援団体 

図表① IT教育機関の機能分担の将来像
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公立学校におけるIT教育については、2-6-1（P.185）参照

一方、文部科学省においては、学習指導要領の改訂

（平成12年度からの移行措置）が行われ、平成14年度

から小中高等学校を通じて各教科や新設された総合的

な学習の時間におけるコンピュータやインターネット

の積極的な活用が行われているほか、中学校の技術・

家庭科における必修内容として「情報とコンピュータ」

の授業が開始されている。また、平成15年には、高等

学校で普通教科として「情報」が新設され必修とされ

た。このように、学校における情報教育が充実され、

国民の情報リテラシー向上に寄与している。

3 専門的人材の育成

総務省では、平成13年度から、急速に高度化が進む

情報通信分野の専門的な知識及び技能を有する人材を

育成し、IT人的資源大国となることに貢献することを

目的として、「情報通信人材研修支援制度」を導入し

た。同制度では、情報通信人材研修事業を実施する第

三セクター及び公益法人等を対象に、当該事業に必要

な運用費用の一部を助成（助成率2分の1）するもので、

平成15年度は138件を採択した（図表②）。

また、平成16年度から、不正アクセスや攻撃等の情

報セキュリティ侵害事案に的確に対処できる人材を効

果的かつ集中的に育成することにより、ネットワーク

の安全性・信頼性の確保・向上を図ることを目的とし

て、「情報通信セキュリティ人材育成センター開設支

援事業」を導入した。同事業は、情報セキュリティ侵

害事案に対する実践的な対処法を習得するための研修

事業に必要な初期費用（教材開発・設備整備費の一部）

を補助（補助率2分の1）するものである（図表③）。
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国
（
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） 
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金 

助成金（定率助成：助成率2分の1（ただし、
障害者を対象とする研修の場合は3分の
2））（1件当たり500万円の助成を上限。
なお、ITビジネスモデル地区に係る案件
については上限1,000万円） 

第三セクター、公益法人、
特定非営利活動（NPO）法
人、社会福祉法人（障害者
を対象とする場合に限る） 

通信・放送事業者、
一般事業者等  
（電気通信システム
の設計、運用等を
行う者、放送番組
制作者　等） ＜情報通信人材研修事業＞ 

　 情報通信分野の専門的、技術的知識・技能の向上 
　（健常者を対象とする場合は、高度な研修事業に限る） 

情報通信人材研修 
事業実施者 

設備整備費、講師
謝金、教材費、電
気代・回線使用
料、機器借上料、
人件費等　 

助成対象 

図表② 情報通信人材研修事業支援制度の概要

攻撃側 

LAN

攻撃側端末 

防御側端末 

Firewall（ファイアウォール） 

ファイルサーバー等 

IDS※2

ウェブサイト 

防御側 

ネットワーク 

ファイルサーバーセグメント 

DMZ※1 セグメント 

・攻撃状況 
　再現ソフト  
・研修効果 
　測定ソフト 

※1　DMZ（demilitarized zone）：ファイアウォールによって外部ネットワークからも内部ネットワークからも隔離された区域 
※2　IDS（intrusion detection system）：侵入検知システム 

図表③ 情報通信セキュリティ人材育成センターのイメージ図


